
 

 

（参考）中小企業承継事業再生計画の概要 

 

1．認定制度の創設 

●産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法を改正し、「中小企業

承継事業再生計画」の認定制度を創設しました。平成 21 年 6 月 22 日から制度

の運用を開始しています。  

 

●中小企業が第二会社方式による「中小企業承継事業再生計画」を作成し、そ

の計画が一定の基準を満たせば、計画の認定を受けることができます。 

<第二会社方式とは> 

財務状況が悪化している中小企業の収益性のある事業を会社分割や事業譲

渡により切り出し、他の事業者（第二会社）に承継させ、また、不採算部門

は旧会社に残し、特別清算等をすることにより事業の再生を図ります。この

第二会社方式は中小企業の事業再生に有効な再生手法です。 

 

 

●「過大な債務を抱え事業の継続が困難となっている」、「収益性のある事業を

有している」といった状況にある中小企業が対象となります。認定には中小企

業再生支援協議会等を通じた公正な債権者調整プロセスを通じ、金融機関の合

意を得ることなど、一定の要件を満たすことが必要です。 

 

2．認定による支援内容 

中小企業がこの認定を受けると、下記の 3 つの支援が受けられます。 

（1）営業上必要な許認可を承継 

第二会社が営業上の許認可を再取得する必要がある場合には、旧会社が保有

していた事業に係る許認可を第二会社が承継できます。 

<承継の対象となる許可> 

・旅館業許可（旅館業法第 3 条） 
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・一般建設業許可、特定建設業許可（建設業法第 3 条） 

・一般旅客自動車運送事業許可（道路運送法第 4 条） 

・一般貨物自動車運送事業許可（貨物自動車運送事業法第 3 条） 

・火薬類製造・販売業許可（火薬類取締法第 3 条及び第 5 条による許可） 

・一般ガス事業、簡易ガス事業の許可（ガス事業法第 3 条及び第 37 条の 2） 

・熱供給事業許可（熱供給事業法第 3 条） 

 

（2）税負担の軽減措置 

第二会社を設立した場合等の登記に係る登録免許税、第二会社に不動産を移

転した場合に課される登録免許税及び不動産取得税が軽減されます。 

 

 

（3）金融支援 

第二会社が必要とする事業を取得するための対価や設備資金など新規の資金

調達が必要な場合、以下の金融支援を受けられます。 

 

※詳細は、以下の中小企業庁の HP をご覧ください。 

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/saisei/2009/090622ShoukeiJigyouSaise

i.htm 

 

◆登録免許税の軽減

◆不動産取得税の軽減

登記事項 本則税率 軽減税率

商
業
登
記

株式会社の設立又は資本金の額の増加 0.70% 0.35%
分割による株式会社の設立又は資本金の額の
増加 資本金が純

増しない部
分

0.15% 0.10%

資本金が純
増する部分

0.70% 0.35%

不
動
産

登
記

事業譲受による不動産の所有権移転（土地） 1.00%(*1) 1.00%(*1)
事業譲受による不動産の所有権移転（建物） 2.00% 1.60%
分割による不動産の所有権移転 0.80% 0.20%

取得の形態等 本則税率 軽減税率

事業譲受による不動産の所有権の取得（土地） 3.00%(*2) 2.50%

事業譲受による不動産の所有権の取得（建物） 4.00% 3.33%

(*1) 租税特別措置法第７２条に基づく優遇税率適用後の税率

(*2)地方税法附則第１１条の２に基づく優遇税率適用後の税率

２．中小企業信用保険法の特例

通常

普通保険
2億円

無担保保険
8千万円

特別小口保険
1,250万円

拡大（別枠化）

普通保険
2億円

無担保保険

8千万円
特別小口保険
1,250万円

－普通保険、無担保保険、特別小口保険に同額の
別枠を設けることができます。

３．中小企業投資育成株式会社法の特例

通常

資本金３億円
の企業まで
出資可能

拡大

資本金３億円
を超える企業も

出資可能

－設立の際に発行される株式の引受けなどの
支援を受けられます。

１．日本政策金融公庫の低利融資

特別利率

通常

基準金利
による貸付け

－設備資金及び運転資金をについて長期固定
金利で融資が受けられます。

・貸付利率：基準金利－0.9％
・貸付限度：
設備資金 7億2,000万円

運転資金 （7億2,000万円
のうち）4億8,000万円
・貸付期間：

設備資金 15年以内
運転資金 7年以内

※上記金利については貸付額2億7,000万円
までであり、それを超える額については基準
金利。
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